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ABSTRACT: Collapse phenomena of neighboring buildings due to collision caused by 
long-period ground motion were observed in the Michioakan Earthquake, which occurred 
in 1985. In this study, we carried out some seismic collapse analyses using the ASI-Gauss 
technique to investigate the collision behaviors of neighboring buildings. It is confirmed 
that the collision of buildings may well be generated by the difference of natural periods 
between the neighboring buildings. 
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1. 緒言 

1985 年メキシコ･ミチオアカン地震Ms8.1 では、震源地から 400 kmも離れたメキシコ市（図 1 参照）

において、特定の固有周期を有する高層建築物が長周期地震動により多数倒壊した1)~3)。倒壊した建築

物の中には、図 2 に示すような 3 棟がエキスパンション・ジョイントにより連結されたトラテロルコ団

地のNuevo Leon棟が含まれていた。この建物はRC造であるが、地震により南棟の 1 棟を残し、北棟と

中央棟の 2 棟が完全に倒壊してしまった（図 3 参照）。これは、建築構造の耐力低下や地盤の不同沈下

に伴う固有周期の変化、軟弱地盤が引き起こす地震波の伝

播位相差などにより、隣接する建物が異なる揺れ方をした

上、長周期地震動に伴う共振現象が重なり、隣接する建物

同士の衝突が生じたからと考えられる。このように、固有

周期の長い高層建築物は長周期地震動下で長時間に亘り大

きく揺れるため、隣接する建物間の距離が短い場合に棟間

衝突が起こる危険性が出てくる。特に都市部に高層建築物

が近接している箇所が多数存在する我が国では、これは 図 1 メキシコ市と震源地の位置関係
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図 3 倒壊後の Nuevo Leon 棟（奥は南棟）

     （写真：Marco Antonio Cruz） 

図 2 地震前の Nuevo Leon 棟 

憂々しき問題である。  
 本研究では、近接する高層建築物の長周期地震動に伴う棟間衝突と崩壊の可能性を数値解析により検

証することを目的とする。解析にはASI-Gauss法4)による地震崩壊解析システムを用い、それに内分ベク

トル型接触アルゴリズム5)と接触解除アルゴリズムを導入し、建物間の衝突現象を再現する。解析モデ

ルとしては、まず隣接した軒高の異なる 2 種類の簡易モデルを用い、固有周期の相違による棟間衝突の

可能性を探る。次に、メキシコ地震により倒壊したNuevo Leon棟を模擬したモデルを作成し、北棟のみ

部材の剛性値を下げることで固有周期を変え、棟間衝突現象を再現する。 
 
2. 1985年メキシコ地震の概要 

2.1 地盤と地震動 

 メキシコ市は海抜約2240mにあり、そこではメキシコ谷が火山活動でせき止められ、大テスココ湖が

形成されていた。16世紀以降に湖は次々と埋め立てられ、約1800万人の大都市となり、1985年に大きな

地震被害を受けた。メキシコ市の地盤区分および主要観測点における5地震の平均スペクトル比（対メキ

シコ大UNAM）を図4に示す。同図は地震後に観測・分析されたもので、この図から、市中心部に近い

SCT観測波のピーク周期Tpは約2 sであるが、市の東部のTpは3～5 sで、UNAMに対する平均スペクトル

比は市中心部の数倍もあることが分かる。次に、解析対象のNuevo Leon棟が存在した地点とSCT波の観

測地点、およびメキシコ市の表層地盤の様子を図5に示す。図に示すように、Nuevo Leon棟が存在した地

点とSCT波観測地点とでは、表層軟弱地盤の深さが同程度である。また、両地点とも図4に示すように卓

越周期Tpは約2 sで、UNAMに対する平均スペクトル比も同程度である。Nuevo Leon棟付近では本震時に

おける強震記録はなかったが、上記のことから解析対象のNuevo Leon棟にはSCTの観測記録を入力する

図 4 メキシコ市の地盤区分と平均スペクトル比6)に加筆 図 5 メキシコ市の表層地盤 
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図 6 入力地震波（SCT 波に方向変換を実施） 

こととする。またその際、地震波の震央から建物への到来方向を考慮した波形（NS最大122.1 gal、EW
最大147.4 gal、UD最大35.8 gal、図6参照）を入力波として使用する。  
 
2.2 対象建物の概要 表 1 Type-C(14 階建て)の平均 1次固有周期(s)7)を整理

建物の方向 NS 長辺 EW 短辺 
 解析対象のNuevo Leon棟はRC造14階建

てで高さ42.02 m、奥行きは12.4 m、長さは

10 cmのエキスパンション・ジョイント2
か所を含めて全長160 mである。同形式の

建物はType-Cと呼ばれ、その9棟について

地震後に各々のNS、EW、捩れの1次固有

周期T1と減衰定数hが測定されている7)。

NS、EW方向の9棟平均T1を表1に示し、

Nuevo Leon棟の西270 mにあるChihuanua
棟のT1を表2に示す。表1によれば、NS、
EWのT1は夫々1.14 s、1.73 sであるが、3連
棟間での相違は最大10 %である。hの平均

値は、NS: 4.05 %、EW: 4.15 %である。 

棟の No.＊ 1 2 3 1 2 3 

9 建物平均 1.18 1.07 1.18 1.76 1.73 1.72

中央棟に対す

る周期比 
1.10 1.00 1.10 1.02 1.00 0.99

平均 1.14 1.73 

＊:3 棟中の 2 が中央棟、1 が北棟と想定。捩れの平均:1.49 秒 

表 2 Type-Cの代表Chihuanuaの固有周期(s)7)を整理

建物の方向 NS 長辺 EW 短辺 
棟の No. 1 2 3 1 2 3 

Chihuanua 1.39 1.11 1.13 1.94 1.63 1.77

中央棟に対す

る周期比 
1.25 1.0 1.02 1.19 1.0 1.09

0
50
00

1

1 3 5 7 9 11 13 15 17

図 7 建物階数と被害率(日本建築学会の結果を集計)2)

1

被
害
棟/

各
階
棟(

％) 

50大破以上の建物 A-C 地区 2211 棟 

一方、表 2 によれば、中央棟に対する

他棟の周期の相違は最大 25 %である。軟

弱な埋め立て地盤のメキシコ盆地では、

地盤沈下に適応できるように摩擦杭が多

用される。しかし、Nuevo Leon 棟は以前

の地震（1979 年ゲレロ地震 Ms7.6）で建

物が不同沈下を起こしたため、支持杭が

増設された。このように、同一仕様で設

計施工されても、過去の地震による被害

や地盤･杭構造の相違により、3 連棟間の

周期の変動が発生していた可能性が大い

に考えられる。 
A～C地区(市中央部)の被害率について、日本建築学会の結果を集計して図 7 に示す。同図から 14 階

建ての被害数が最大で、その周期は表 1 より 1.14～1.73 sと卓越周期のTp=2 sに近かったことが分かる。 
 
3. 解析手法 

解析には、大規模骨組構造の構造解析において最小限のコストで計算可能であるASI-Gauss法4)を基に、

独自開発した有限要素解析コードを使用した。時間積分法にはNewmarkのβ法8)を用いた。ASI-Gauss法の

詳細については文献 4)に譲り、本節では、衝突・崩壊解析を実施する上で必要不可欠な破断および接触・

接触解除アルゴリズムについて記す。 

    

-4326-



    第 13 回日本地震工学シンポジウム（2010） 
 

3.1 破断アルゴリズム 

 部材破断の判定条件としては、部材を構成する各要素の曲率、引張軸ひずみおよびせん断ひずみによ

る次式を用いた。 
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                ここで、κx、κy、εz、γxz、γyzは要素におけるx軸･y軸回りの曲率、引張軸ひずみ、x軸･y軸方向のせん断ひ

ずみであり、添字0は破断臨界値であることを示す。破断臨界値には、平島らによる実験9)と濱田らの実

験10)により得られたものを用いた。εzoには、SN490Bの物性値11)を使用した。 
 

3.2 接触・接触解除アルゴリズム 

接触解除 

最大値  接触判定には内分ベクトル型接触アルゴリズム5)を用い、接

近する2本の要素の節点間距離および節点の幾何学的位置関

係により判定を行う。接触と判定された要素同士については、

節点間に計4つのギャップ要素（接合要素）を結合しそれらを

拘束した。この過程により、部材が衝突する際の運動エネル

ギの伝達を表現することができる。ギャップ要素の物性値に

は、モデルに使用する他部材と同じ値を用いている。接触解

除判定には、ギャップ要素によって拘束している4つの節点の

接触開始から現時刻までの履歴変位量を用い、次式に従って

相当変位|uX|、|uY|、|uZ|を計算する。 

相
当
変
位

 (
m

m
) 

時間 (s) 

図 8 接触解除の概念図 
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Xi、Yi、Ziは各々、接触開始から現時刻までのX、Y、Z方向の履歴変位、 ∆ は増分を表す。図

 簡易モデルを用いた2棟間衝突解析 

易

りの階高は3.46 m、1

8に示すよ

うに、|uX|、|uY|、|uZ|のうちいずれか1つがその最大値のある割合以下になったとき、接触を解除する。こ

の割合を接触解除判定比と定義する。接触

要素または被接触要素が破断した場合には、

それ以降は拘束する必要がないものと考え、

接触解除処理を行う。 
 

表 3 部材の断面形状 

5 柱(11～12階)  柱(1～ 階) 柱(6～10階) 

断面形状 □ □330×330×10 280×280×9 □230×230×7

 梁 床スラブ 

断面形状
H292× 0.0×

□ 7 
73

16.2×11.6 
230×230×

表 4 部材の物性値 

 柱 梁 
 

スラブ 
壁 

ブレース 
床

降伏応力 
3.25×102 3.25×102 3

(MPa) 
.25×102 2.35×102

弾性係数 
2.06×105 2.06×105 2.06×105 2.06×105

(GPa) 
密度 

(k ) 
7.90×10 7.90×10 7.90×10 7.90×10

g/mm3
-6 -6 -6 -6

ポアソン比 0.30 0.30 0.30 0.30 

4.

 本節では、固有周期の異なる2種類の簡

モデルを用い、棟間衝突が引き起こされる

可能性を検証する。まず2棟とも固有周期の

同一な12層１スパンモデルとし、30 cm間隔

で隣接させた場合について、次に、一方の

棟を固有周期が異なる7層１スパンモデル

とし、同じく30 cm間隔で隣接させた場合に

ついて解析を行う。 
 簡易モデルの1層当

スパンの幅6.3 m、奥行き12.4 mである。部

材の断面形状を表3に、部材の物性値を表4
に示す。壁ブレースの部材は、正方形断面
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と仮定した鋼材の断面積を、コン

クリート壁の重量と適合させ設

定した。また、床荷重は450 kg/m2

と設定した。 
 入力地震波には図6に示す地震

期が同一の場合、棟間距離が30 cmと近接してい

. 3連棟モデルを用いた棟間衝突解析 

たNuevo Leon

時に入力した。また、接触判定に用いられる部材

間では比較的穏やかな接触が長く続く傾向があり、接触が解

除

波を使用し、これらの波形を全支

持点に対し同時入力した。接触判

定に用いる部材幅は、梁・床・壁

を30 cm、柱を40 cmとした。接触

解除条件として、接触解除判定比

を50 ％とし、接触解除後すぐに

接触してしまうことを回避する

ための接触回避時間を300 msとした

総解析ステップ数は183501 stepである。破断臨界値は曲率κ

59.4 s 65.1 s 0 s 61.5 s 

図 9 簡易モデルの棟間衝突解析結果 

。また、解析におけるCG法の収束ノルムは1.0×10-6、時間増分は1 ms、
0: 3.333×10-4、引張り軸ひずみ εz0: 0.17、

せん断ひずみγ0: 2.600×10-3として(1)式に用いた。 
 隣接する2棟とも12層モデルの場合、すなわち固有周

るにも関わらず、衝突は起こらず崩壊に至らなかった。しかし、一方を7層モデルとした場合、すなわち

固有周期が異なるモデルを隣接させた場合、衝突が生じ結果的に2棟とも崩壊に至った。後者の場合の崩

壊挙動を図9に示す。このように、隣接する建物の固有周期が異なる場合には棟間距離を十分に取らない

と棟間衝突が起こる可能性があり、場合によっては崩壊が引き起こされてしまうことが確認された。 
 

北棟 
中央棟 

南棟 

図 10 3 連棟モデル 

 NS長辺 EW短辺 

北棟 1.50 s 1.72 s 

中央棟 1.20 s 1.65 s 

南棟 1.20 s 1.65 s 

表 5 各棟の固有周期 

5

 本節では、メキシコ地震の際に倒壊し

棟を模擬した3連棟モデルを作成し、その棟間衝突に

よる崩壊現象を再現することを試みる。1985年当時の

メキシコにおける設計基準を参考にし、ベースシアー

係数を0.06、床荷重を400 kg/m2、軸力比を0.5と高めの

値に設定してNuevo Leon棟モデルを作成した。元来

Nuevo Leon棟はRC造であるが、ここでは破断臨界値等

に対するパラメータスタディを容易にするためにS造
に置き換え、表3、表4と同様にSM490（柱）、SS400（は

り）のものを部材性状として使用し、レンガ壁は鋼材

の10-3倍の剛性を有するトラス構造、床の剛性は鋼材

の100倍とした。また、減衰率は5 %とした。1棟当り

の幅は53.1 m、奥行き12.4 m、高さ42.02 mである。設

計値10cmの棟間距離で隣接させた3連棟モデルを図10
に示す。表2の調査事例より3連棟間で最大25 %程度の

固有周期の相違が確認されたため、北棟のみ長辺方向

の固有周期が25 %増しになるように柱の強度を設定し

入力地震波には図6のものを用い、全支持点に対し同

幅についても前節と同様とした。一方、棟

た。各々の棟の固有周期を表5に示す。 

されにくい状況となったため、本解析では接触解除判定比を95 ％、接触解除後の接触回避時間を500 
msとした。CG法の収束ノルムは1.0×10-6、時間増分は1 ms、総解析ステップ数は90000 stepである。破断

臨界値は曲率κ0: 3.333×10-4、引張り軸ひずみ εz0: 0.17、せん断ひずみγ0: 3.380×10-4として(1)式
に用いた。 
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73.4 s 84.8 s 0 s 78.8 s 
図 11 3 連棟モデルの棟間衝突解析結果 

1棟のみの場合には、破断箇所は見られたが崩壊には至らなかった。しかし、3棟が隣接し、北棟のみ

固有周期が異なる場合には、40 s過ぎから2.2 sほどの周期の捩れを伴いながら大きな揺れが生じ、主に

北

本稿では、軒高の異なる 2 棟モデル、および過去の地震で被災した際に耐力が低下し、固有周期が一

と想定した 3 連棟モデルを対象に、長周期地震動下での棟間衝突の可能性を検証した。

そ

筑波大学 計算・構造工学研究室の久永 哲也氏、勝 拓也氏、ﾚ ﾃｨ ﾀｲ ﾀﾝ氏、新垣 裕太氏には、モデ

よび解析実施上で多大なる貢献を受けた。ここに謝意を表したい。 

) 和泉正哲 他：1985 年メキシコ地震に関する調査研究、文部省科学研究費（No.60020049）成果報告書、1986. 
晴：メキシコ地震の被害と地盤震動、第14回地盤震動シンポジウム、1986、pp. 7-16. 

中国）学術講演梗概集、Vol. B-1、2008、pp. 391-392. 

ission Advises), Ciudad de Mexico, 1986. 

状に関する実験的研究、日本建築学会構造系論文集、第

講演梗概集 A-2、2006、pp. 105-110. 
11) 日本建築学会：鋼構造接合部設計指針、2001. 

棟と中央棟が衝突し合う様子が観察された後、70 s付近で中央棟が倒壊し始め、次いで北棟が倒壊し

た（図11参照）。図3の写真と比較すると、崩壊後の様子がほぼ良好に再現できていることが確認できる。 
 
6. 結言 

部変化したもの

の結果、何らかの理由で固有周期が異なっている建物間では、十分に棟間距離を取らないと棟間衝突

が引き起こされてしまう可能性があることが確認された。メキシコ地震の場合には、この他にも地盤の

不同沈下に伴う棟間距離の変化、軟弱地盤が引き起こす地盤の塑性化や地震波の伝播位相差などについ

ても検討する必要がある。一方、我が国の都市部では軒高の異なる中高層建築物が近接している箇所が

多く、隣接する建物間の適正な棟間距離に対する検討を行う必要があるものと思われる。 
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